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　　　　　　　　　　　　　　製造 間接費研 究の 動向

　　　　　　　　　　　　　　
一ABC の 貢献 を 中心 として

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　片岡 洋 人

く論文要 旨〉

本研 究の 目的は ，製 造 間接 費計 算の 伝統 的方 法の 特性 を分析し問題 点を示し，ABC の 登揚 によっ

て   解決 した問題 点 ，   解決 して い ない 問題 点 ， お よび   新た に生 じた問題 点 を明 らか にし ， 今後の

発展 の 方 向性 を示 唆することである，

以下 ， 研 究成果の 主 要なもの を述 べ る，  ABC によっ て解決した 問題 点は ， 厳 格 に因果 関係 に基 づ

くコ ス ト・ドライバ ーを利 用す ることにより； 操 業度 関連 の 配賦 基 準で 複雑性 の コ ス トを配賦する こ とか ら

生 じる製 品原価 の 歪 み を取 り除い たことであろう．  ABC に よっ ても解決 して い ない 問題 点として は，部

門別 計算の 第 2 次集計段 階にお い て 「変動費 の 固定費化」が生 じるような状況 等を考慮 して い ない こと

で ある，  薪たに生じた問題 点 は，原価 計算制度との 関連 が不 明確で あることで ある，

今後 の 製造 間接 費計 算 の 展 開の 方向 性 ・可 能 性 は ， 例 えば「変動 費の 固定費化 」等の ような現 実の

生 じる状況 等を考慮して再検討 してみるこ とである。
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The　Tendency　ofthe 　Research　on 　Overhead　Costing：
　　　　　　　　　The 　Contribution　of 　ABC ．

Hiroto　Kataoka

　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 Abstract

　 This　research 　clarifres 　 the　 changes 　of 　conventional 　issues　 influenced　 by　 Activity−Based　Costing

（ABC ），
　 and 　 suggests 　 a 釦 ture　 direction　 of 　developing　 overhead 　 costing 　 methods ，　 analyzing 　 the

characteristics 　oftraditional 　methods ．

　 First，　the　primary　issues　oftraditjonal 　methods
，
　ABC 　solved

，
　is　that　the　distortion　of 　product　cost 　by

using 　volume −related 　cost 　drivers　has　been　overcome ，　because　ABC 　sets 　up 　appropriate 　cost 　driver　with

cost 　pool　based　on 　causal 　relationship ．　Second，　ABC 　cannot 　find　a　key　to　the　settlement 　of 　the　issues　of

traditionaI　 methods 　 in　the　 situation 　that　 variable 　 cost 　 is　 transf｛）rmed 　 into　 fixed　cost 　 among 　 cost

departments．　Third，
　it　is　the　main 　new 　issue　that　the　relation 　between　ABC 　and 　cost 　accounting 　system

is　not 　well −defined．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
阜

　Therefbre，　it　is　necessary 　to　re −invest1gate　overhead 　costing 　methods
，
　considering 　various 　situations ；

when 　transforming 　variable 　cost 　to　fixed　cost 　occurs ，　etc ．
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1， は じめ に

Johnson　and 　Kaplan（1987）は ，伝 統的な原価計 算方法 （以 下，伝 統的 方 法とい う）を痛 烈 に批判して

新しい 原価計 算方法が 必要 で あると主 張し，原 価計 算 ・管理 会計 関係者 に大 きな衝撃 を与 えた ，彼 ら

は ， そ の 中で ，従来の 方 法 が 企 業を取 り巻く経営環 境 の 変化 に 適合 し て い ない として お り， 1925 年 以

後に は見るべ き発展 がな い とまで述 べ た，

そ の ような状況 を打破 するた め に ， Cooper 　and 　Kaplan （1988）が ABC （Activity−Based 　Costing）を提 唱

した ，そ こ で は 「因果 関係」を追及 した モ デ ル である ABC を利 用 すると，正 確 な製 品原価 の 計算 ができ ，

プ ロ ダクト・ミッ クス や製品 価格決 定等の 製品戦 略に 関する意思決定を行うに あた っ て
， 長期 的視 点 に

たっ た有 用な原価 情報 が得られ ると主張され て い る．
1

Miller　and 　Vollmann（1985）でも指 摘され て い るように，増大 し続ける間接費を発 生 原 因 の 段 階か ら管

理 す る必 要 性 がとくに 強調 されるようになり， ABC の ような手法が必 要 となっ て きた の で あろう．　 ABC が

登場 したことは ， 製造間接費計算に 関する様 々 な論点に つ い て飛 躍 的な進 化 をもたらした，これ によっ

て ， 実体空 間に おい て 存在 して い る因果 関係 に 基づ い て ， 経済活動 をより忠実に写 像するた め の 多く

の 問題点 が解決 した．1990 年代後半にもなると，ABC に つ い て論及 され て い ない テ キ ス トは ，ほ とん ど

見られ なくなっ たようであ る．しか しなが ら、 ABC が 登 場した こ とによっ て ， 製造 間接 費計算に 関 する全

て の 問題 が解決 できた の だろうか ， また ， 新たな問題 が生 じて い るの では ない か とい う疑問が 残る，

こ の ような問題 意識 を受 けて ，本 研 究で は ，製 造 間接 費計 算 の 伝 統的 方 法 の 特性 を分析した上で ，

ABC が登 場 したことに よっ て   解 決した間題 点，  解 決 しない 問題 点 ，お よび   新 たに生 じた問題 点

を明らか にし，今後 の 発 展の 方 向性 を示 唆す ることを 目的 として い る．

そ のために ， まず 次節に おい て ， 伝 統的方 法 は どの ように発 展 し，
い かなる特性 を有して い るの か を明

らか にして ，
ABC が必 要に なっ た背景 に つ い て 述 べ る．第 3 節で は ， 製造 問接費計 算にお ける「因果

関係 の 追及」つ い て ABC がどの ような影 響を及 ぼ したの かを考 察する．第 4 節で は ， 製造間接費計算

研究 に 関する各トピ ッ クス にお い て ABC が 与えた影 響と ABC ．の 限界 を指摘し ， 今後 の 方 向性 を検討

する．

2． 伝統的方法 の 動 向 と特性

本 節で は ， 製造 間接 費計 算に お ける伝統 的方 法 の 動 向 に つ い て 考 察し ， 伝統 的 方法 で は 対 応 して

い な い 状況 が 存在 する こと等 を取り上 げて そ の 特性 ない し 内 在する 問題点 を明 らか に し，ABC が 必 要

となっ た 背景を明らか に する，

2，1． 「生産中心 点」 および 「新マ シー
ン ・レー ト法」 の 提唱

製造 間接 費計 算にとくに 関心 がもたれ るようになっ た の は，19 世 紀後 半か ら企 業 におい て 増加 しっ っ

あっ た間接 費 を製品 単位 に割 り当て る方法 を模 索 するようにな っ て か らで あっ た ．
Ii

当時，電 気 ・石 油

の 使 用 に伴 う重 化学 工 業の 発 達 による産 業革命 によ っ て企 業が大規模設備を有するように なり， 企 業

の 総 原価 に 占め る間接 費 の 割合が 急 増し た ．それ に伴い
， 間 接 費計 算にも焦 点が あて られ るようにな

っ た の で ある．こ の ような産 業構 造の 変化 は ，原価構 造の 変化だけ でなく，原 価計算手 法 そ の もの に対

して も大きな 変化 をもた らした ．Church（1910）は ， まず製造 間接 費を機 械ない し作業 台 とい うコ ス ト・セ ン

タ
ー

に集 計し
， そ の 上 で 各 製 品 に 再 集 計する方法 を提案し た ，そ の も っ とも大きな貢 献は ，製品 を製造

して い るの は機械 で あるとい う点に注 目して コ ス ト・セ ンタ
ー

に集計 される原 価を新 マ シ
ー

ン ・レー ト法で
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配賦したことで ある．この Church による「生産 中心 点」および 「新マ シ
ー

ン ・レ ー
ト法 」の 提 唱によっ て ， 伝

統的方 法 は ，飛 躍 的 に発展 したとい える だ ろう．
iii

2．2． コ ス ト・セ ン ター へ の 集計 段 階

その 後の 発展 とし て
，

コ ス ト・セ ン タ
ーまで の 集計段階 に おける補 助 部門費配賦 計算の 方法 に つ い て

は，生産活動の 実態を忠実に写像す るとい う会 計本 来の 観点か ら，連立 方程 式法 が妥当で あることが

すで に証 明されて い る．とくに例え ば，Minch 　and 　Petri（1972）の 方法や Manes （1965）の 方法 が特 定の

状況 下で しか 妥 当性を有して お らず ， 会計 理論上 の 観 点か らは ， Churchill（1983），　Livingstone（1968），

Kaplan（lg73）等も，従 来か ら連 立方程式 法を支持 して い る．また ，
　Kaplan（1973），　Baker　and

Taylor（1979），　Chen （1983）等で は，直接原価 計算下 に お い て ， 補助部門用 役 と変動 製造 原価 との 関

連 に焦 点をあて て 検 討 されて い る．とくに，Kaplan（1973）お よび Chen （1983）で は ， 各補 助部門が 自部門

用役 を消 費した場 合に ， それ を写像する原価計算モ デル と写像 しない 原価 計算 モ デル とを比 較検討し，

い ずれ の モ デル に お い ても補助部門変動費 に関して 製造 部門 へ の 配賦額が変化 しない こ とを示 して

い る．

しか しなが ら，そ れ らの 研 究 に対 して，次の ような 問題点 を指 摘する必 要が ある．例 えば，ある 工 場 の

動力 部門 と用 水部 門 にお い て修繕維 持活動 の 用役 を必 要 として い るとき，修繕維 持活動 に集 計され た

活動原価 は ， 動力 部門と用水部門に お ける各活動を維持保 全するための 原価 であるから，そ の原価 は

動力 部門 および用水 部門 に負担させ るべ きであるとい える，つ まり， 部門間におい て 用役 の 授 受がある

場合等に補助部 門費に つ い て 「変動 費の 固定費化」
iv

が生 じることがある．こ の ような場合に ，ど の よう

な原 価計 算モ デル を構 築 し適 用するの が 妥 当で あるの かを検討す る必 要 があるだろう．なぜ なら，意思

決 定を行うた め の 増分原価 で ある変動 費が 固定 費化 することは，埋 没原価 に 変化す る場合があるか ら

で ある．また，各部門内 にお い て 自部門用役を消費する状況 にお い ても ， 部門間の 用役 の 相互 授受等

がある場合 と同様 の こ とが い える，自部門用役 を消費するとい うこ とは ，その 部 門内 にお い て 自らの 部 門

ない し活動を維持 する活動があるとい うことであるから，どのような配賦 計算をすることができるか 検討 す

る余 地 が残 っ て い る．片岡 ・井 岡（1983）は ， 補助部 門 におい て 自部 門用 役を消費して い る状況，または ，

ある補助 部門 用役 を用役 消 費部門 に提 供した揚合 にその 補 助部 門変動 費が用役消費部門にお い て

固定 費となる状況（「変 動費の 固定費化 」が生 じる状況）で ， 部門別 計算を直接原価計算下で 行っ て い

る場合 には，Kaplan（1973）の 主張 が成立 しない ことを証 明 し，
一

般 に全部原 価計 算 の 下で は補助部 門

の 自部 門用役 の 消費を考慮す るか否 か は，製 造部 門 へ の 配賦 額 に影響 を及 ぼ さない ことを明 らか に し

た．しか しなが ら，これまで ，「変動費の 固定費化」が生 じるような状況 で 複数 基準 配賦 法
V

を用 い て い

る場合で は，変動 費と固定 費で は配賦 基 準が異なっ て い るため ，たとえ全部原価計算下に お い ても配

賦額が変化してしまうことが考慮 されて い ない とい える．
Vi

これまで の 研 究で は，この ような状況 をあえて

無視して モ デル 化 したの か ， そ の ような状 況の 存在 を把握 して い なか っ たの か は定か で は ない ，

2．3， 製品別 の 集計 段 階
コ ス ト

・セ ン タ
ー

か ら製 品 へ の 集 計段 階に つ い て は ， Johnson　and 　Kaplan（1987）ri　｝
’

， 1925 年以 後 ，見 る

べ き発展 がな い と指 摘 した ことか らも明 らか で あ るように ， 前 述 の Church が 「生産 中心 点」の 概念 および

「新 マ シ ー
ン ・レ ート法 」を提 唱 して 以 来 ，伝 統的 方 法 に は ，大 きな変 革 がない まま現在 に い たっ て い る

ようで ある．とくに批 判 の 対象となっ て い るの が ，伝 統 的方 法で は ，補助 部 門費 配賦 の 段 階で は 多様 な

配 賦 基準 が用 い られ て い るにもか か わらず ， 製 品別集計 の 段 階で は操 業度関連 の 配賦 基 準 の み を利

用 して い るとい うことで ある，操業度 関連の 配 賦 基準の み を利用す ると， 大 量生 産 品が 手 間の 多くか か
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る少 量 生 産 品 を 内部 相 互 補助 して しまうことに なる．こ の 問題 点 は ，た とえ コ ス ト・セ ン ターの 数を増や し

たとしても，操 業度 関 連の 配賦 基準 の み を利 用 して い る限り解消されない ．伝統 的方 法 が複 雑性 の コ ス

ト（the　complexity 　c。st）
vii

の 発 生原 因 を無 視し続 けて きた結果で あるとい えよう．

2．4．ABCの 必要 性

そこで ，とくに多品種少 量 生産 における複 雑性の コ ス トの 発生原 因に つ い て 論及 した方 法 として ABC

が 登場 した の で ある．ABC は ， 因果 関係を追及 し， 製 品戦略 の た め に正 確 な製 品原 価 と単位原価を計

算す ることを目的 として提 唱され た，とくに ， 製造 間接費 の 製 品 別集計段 階 に おい て 操 業 度 関連 の 配

賦基 準 の みを利 用 するの で はなく，複 雑性 の コ ス トの 発生原因にもとつ く配賦 基準を利用 するべ きこと

が 強く主 張され たの だっ た．

次節以 降で は ， ABC が及ぼした影響に つ い て の 検討を行う，

3， ABC に よる因果関係の 追求に関する考察

本 節で は ，製 造 間接 費計 算にお い て因 果 関係 を追 求するため に ， ABC が 登場 した ことによっ て ，どの

ような貢 献をもたらした の か を明らか にする．

3．1． 従来の 「因 果関係」 の 位 置付 け

まず ，Church が 「生 産 中心 点 」等 の 概念 を提 唱 する以 前か ら部 門別計 算が存在 して い たことか ら，従

来からも因果 関係 を重 視 しようとして い たとい えるだろう．しか し ， 因果 関係を追 求 するとい う観点か ら見

て
，
Chur 。h の 方法に よっ て 伝統 的方法が飛 躍的に発展 したと思わ れる．

製造 間接費計算 にお ける「因 果 関係 」の 位 置付 けに つ い て ，Brummet （1959）は ， 次 の ように述 べ て い

る．「理 論的 に は ，製造聞接費を製 品に配 賦することは，価値移転（原価付着）の 原則 に基 づ い て い る．

すで に論じたこの 原則は ， そ の 根底 に因果関係 の 理論 （the　theery　of 　eausati 。n ）がある，もし発生 した

製造原価と生産され た製品 との 間 に ，
い か なる原 因結果 の 関係もなけれ ば ， こ の 配賦は 認 められない ．

こ の ような場 合 には ， 原価 は，利益 決定 目的の ため ，す み やか に収 益か ら控 除 する必 要がある」，
viii

以

前 は 「（密接 な）関連（afflnity ）」とい う用 語で 説 明 されて い た が ，製 造 間接 費配 賦 に つ い て の 原 因 と結 果

との 関係 を認識 する必 要性が 重視され るように なり，原価計算の 発 展 の 歴 史は ，因 果関係 追及 の 歴 史

とさえもい わ れ るに 至 っ た ，古 くは ，
Paton 　and 　L 三ttleton（1957 ）で は ， 生産 活動 に お ける資源 の 投入 ・利

用 の 原価 を原価 計算 対象 に付 け替 え て い くとい う「原 価 の 凝着性 （cost 　attach ）」に っ い て 説 明して い る，

井尻 （1968）で は ，主 体となる財 の 増 分と減 分の 間 （異 なる 2 つ の 事 象の 間）に因果 関係 に基 づ く結合 性

を認 めるとい う「因果的 複式 簿記 」の 概念を主張し，価値 移 転の 原 則 ， 取得 原 価の 原則 を論 理的 に説

明して い る．また ，
Horngren　and 　Foster（1991）は ， 間接費配 賦問題（配賦 基準 の 設定等）， 結合製品原

価配 賦問題 に つ い てまで 因果 関係 に関して 論及 して い る，

3．2，ABCに お け る因 果関係

こ れ ま で ，「因 果 関係 」は 一ヒ述 の ように 議論 され てきたとい えるだろう。こ れ に対 して ，
ABC が 登 場 し た

ことによっ て ，因果 関係 をより明確 にとらえる様 にな っ た とい える．例え ば，同質性（homogeneity）をキ
ー

ワ ー ドに コ ス ト・ドラ イ バ ー
お よ び コ ス ト・プ ー ル と資 源 利 用 との 関 係 の 検 討 や ， Kaplan　 and

Atkinson（1998）が コ ス ト
・
ドライバ ーの 性 質 に つ い て 取 引 ドライバ ー

（transaction　driver），時 間ドライバ ー

（duration　driver），強度 ドライバ ー （intensity　driver）の 3 つ に区分して 検討 が 行われるようになっ た ，コ
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一

ス ト・セ ン タ
ー

と製品 との 関係 を説 明 す るため に操業度 関 連 の コ ス ト・ドライバ ーの み を考 えて い た伝統

的方 法か ら見ると，非常 に大きな進化 で あるとい えるだろう．ただし，ABC で 「因果 関係 」を強調して い る

にもかか わらず ，具 体的 に 詳細 に検討 された研 究が少な い ように思 われ る．
IX

とくに，どの ような資源 が

どれ だ け消費され ，その うちどれだ け利 用 され たの か ， どの ような因果 フ ロ
ー

を有して い る の か等 の 具体

的な検討 は ，未 だ なされ て い な い ようで ある．
一

般 に ， ABC で は ， 工 揚支援レ ベ ル の活 動と最終 的原価 計算 対象 との 因果関係が不 明確で あるとし

て 工 場支援 レ ベ ル の 原価（工 場長 の 給 与や 工 場 土 地の 固定 資産 税 等）を製品 単位 にま で は配賦 しな

い ことが多い ．したが っ て ， 厳 格に 因果 関係 に基 づ い た原 価 計算 モ デル を構 築するた め に は 、生 産 活

動 にお ける資源の 利用と製品 との 「因 果関係」に つ い て 詳 しく再検 討 し ， その 上 で 実体空 間 にお ける財

貨と用役 の 流れを忠 実 にとらえる必要がある．

因果関係は ，ある原因事象 と，そ れ によっ て 引き起こされ た結果事象との 間 に存在 す る関係 を表わし

て い る．そ の ような前提 の 下 で ， ABC で は ，
「ある資源 は ， ある活 動 を行 うために利 用 される．その 活 動

は ， ある製品 を製 造するた め に行われ る」こ とが 仮定 され て い る．した が っ て ， ある資源 は ， ある活 動を行

うため に利 用 され ，それが支援活動で あれ ば，その 活 動が 提供 する用 役も何らか の 活動 に利 用 され ると

考 えられる，ABC で は ， 全 て の 資源 にお い て ， この ような因果フ ロ
ー

を明 らか にす るべ き旨を強調 して い

るが ， 必 ずしも具 体的 に示 されては い ない ．

3．3． 因果 フ ロ ー の 例 示

そこ で ， 具体 例 を用 い て 因果 フ ロ
ーを明 らか にす る．例 えば，±地 は ，土 地空 間を提供し，建 物 は ，

土 地空 間を利 用 して 建物 空 間を提供 して い る．建 物は 土 地の 上 に位置 して い るた め ，建 物 空 間提 供

活動は ， 建物が土地 に 占めて い る面積等の 割合で 土地 空 間提供活動の 用役 を利 用 する，同様 に，各

機械が建物 の 内部 に設 置され て い るた め ， 各マ シ
ー

ン ・セ ン タ
ー

は ， 建物 空 間提供 活 動 の 用 役を利 用

する．ここ で
，
土地 空間提供活動に は

，
工 場用地 の 固定資産税 ，

地代等が集計される．建物空 間提 供

活動 に は ，工 揚 の 減価償却費 ， 固定 資産 税，保険料等，か つ ，土 地 空 聞 提供 活動 が 提供 した用 役 の

利 用 原 価 （配賦額）が 集計され る．この ように，各 工 場 施設 維持 活動の 利用 原価 は ，そ の 他 の 活 動を維

持 ・支援するため に不 可 欠 ない し不 可 避 的 に発 生 する活 動 の 原価で あ っ て ， 副次的 活動（secondary

activity ）の 原価とし て 取り扱わ れるもの で あり，工 揚支援活 動 に集計された活 動原価 （利 用 資源原 価）の

うち ， 生産 活 動と因果 関係 を有する部 分 を製 品 に配賦 するプ ロ セ ス を 下図 の ように 例示 す るこ とが で き

る．

図 1 ：用 役提 供 ・利用 の 因果フ ロ
ー

すなわ ち，因果 フ ロ ー
を徹底的 に跡 づ けることにより， 製 品原価 の 構 成 要 素の 範囲が 決 定され ，工 場

支援（維持）レ ベ ル の 原価も合理的 に配 賦で きる場 合があるとい える．なぜ なら，正 常性 の 範疇 にお い て ，

通 常 ， そ の 維 持活 動 がなけれ ば 生 産 活 動が で きな い とい う不 可 欠 的 な因 果 関 係 が 存在 す るか らで あ

る，
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3．4， 因 果 フ ロ
ー

に お ける未 利用 資源 の 原価

原価計算対 象に集 計 される原価 の 範 囲に つ い ては ， 資 源利用モ デル である ABC モ デル を基 礎 とし

て因 果 関係 を厳 格 に 適用 した理 論 を展 開す る必 要 がある，ABC モ デル は ，原 価 計算 対象 と利 用 され

た資源との 問 の 因果 関係 を重視 し，資源 の 利 用 と未 利用 とを区分することの 必 要 性を明 らか にして い る．

すなわち，例 え ば，建 ぺ い 率が 50％の 敷地 で ， 生産 に 必 要 な工 揚面積が 1
，
000 坪で あれ ば ， 土地空 間

提供活動の 利用 量 は 2，000 坪 （
＝＝1

，
000 坪 ÷ 50％）となる．した が っ て ，か りに敷 地全 体の 面積が 10

，
000

坪で ある場合に は残 りの 8，000 坪部 分 が未利 用 となるか ら，その 部 分に 対応 する土 地 固定資産税 等 の

コ ス トは未利 用 資源 の 原価 で あ り，必 ず しも因果 関係 を有し て い るとは い えない だろう．
X

ここで ，未利用 資源の 原 価 CNU は ，以 下の ように求め ることがで きる，まず ，
コ ス ト・ドライ バ ー・レ ート

（活動 ドライバ ー ・レ ー
ト） rACD は ，ある原 価計算期 間 にお ける固 定 的 資 源 の 原価 （コ ミッ テ ッ ド・コ ス

ト：committed 　cost ）を Cc ，資 源 消 費 量 で ある実 現 可能 生 産 能 力（ない し実 際的 生 産 能 力 ：practical

capacity ）を2M とす ると，次 式の ように計算できる．

　　　　　　　　（1厩 。
。」曳

　　 　　 　 　　 　　 　　 　 9M
つ ぎに ， 固定的資源の 原価 Cc は ， 利用 資源 の 原価 Cus と未利 用 資源 の 原価 CNU を用 い て ，

　　　　　　　　（2）Cc ＝Cus ＋ CNC
ノ

と表わす ことができる．
xi

したが っ て ， 未 利用 資源 の 原価 CNU は ，活動ドライバ ー・レ ートrACD と実 現可

能 生産能 力 9M の 内 の 未 利用 量 9測
とを用 い て次の ように計 算で きる．　

xii

　　　　　　　　（3）CNU ＝rACD ’9NU
この ように ， 資源 の 取 得 ， 投 入 （消費 ）， 利 用お よび未利 用の それ ぞ れ の 原価 を区分 して測 定す ること

は ， 生 産活動 で利用 された資源の 原価や ， 製品戦略等の様 々 な意思決定 によっ て影 響 を受 ける増分

原価を ， 従来の 変動費概念とは 異なる「利用 量 に応 じて変動的に把握され る増分原 価」として 測 定で き

るようになるこ とを意味す る L こ の ことは 「固定費 の 変動 費化」とい うこ とが で きるだ ろう，そ の 結果 ， 生産活

動と因果関係を有する部分で ある資源利用原価を製品原価 に算入 することが できるようになる、また同

時に ，様 々 な業務 改善の ため の 注意喚起 へ とつ なが り， ABC は ABM へ と発 展 して い っ たの である．

4． 製造間接費計算 へ の ABCの 貢献 と課題

前節で 示 した とお り， ABC が登 場 したことに よっ て 因果 関係 をより明確 に とらえる様 にな っ た ．そ の 結

果 ，
い くっ か の 問題 点 に対 して示 唆を与 え，または新たな問題 を引き起こ して い ると考えられる．本節 で

は ，
ABC が製造間接費計算に対して どの ように影響を与 えた の か を探っ て み ることとす る．

4，1． 二 段 階配 賦法 に 対 す る貢献 と課 題

原価 配賦 シ ス テ ム である二 段 階配 賦法 に及 ぼ した ABC の 影響は ， 非常 に 大きい とい える．操業度関

連 の 配賦 基準 の み を用 い て い る伝統 的方法 に対して ，ABC で は 因果 フ ロ
ーを明らかに し，操業度 関連

の コ ス ト・ドライバ ーを用 い るだ けで はなく，複 雑 性の コ ス トの 発 生 原 因 に基 づ い て コ ス ト・ドライバ ーおよ

び コ ス ト・プール を適切 に設 定するべ きとい うこ とを示唆 した ，前述 の Church の 方 法 が ，「因果 関係 の 追

及 」とい う観点 か ら，計 算構 造および 配賦 率 の 設 定 にお い て 大 きな進 化をもた らした の と同様 に ，現代

の 二 段階配賦 法 に 非 常に大きな進化 をもたらしたとい えるだろう，

しか し，ABC は ， 主 として製 品別 の 集 計段 階 に焦 点 があて られる傾 向があるため，必 ず しも伝統 的方

法 で 課 題 とされ て い たことに つ い て 検討 され て い ない ようで ある．とくに コ ス ト・セ ン タ
ー

へ の 集 計段 階 に

32

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

　 製造 間接費研 究の 動向
一ABC の 貢 献を中心 として

一

お い て 補助 部 門の 自部 門用役を消費する場 合や 「変 動費 の 固定 費化」が生 じるような状況 等に関する

議論 に つ い て ，検討 の 余地 が 多く残 され て い るとい えるだろう．

4，2． コ ス ト ・ ドラ イ バ ー
設 定 に 対 す る貢献 と限界

ABC モデ ル では ， 資源の 利 用 と原 価計算対象 との 因果関係 を明確に した結果 として ，「ユ ニ ッ ト・レベ

ル 」，「バ ッ チ ・レ ベ ル 」，
「製 品種 類 レ ベ ル 」， お よび 「工 場維 持 レ ベ ル 」とい う活 動 の カテ ゴ リの 概念を用

い て 複雑性 の コ ス トの 発 生 原 因およびコ ス ト・ドライバ ー
に つ い て説 明して い る．これ は ， ABC が製品 原

価計算にもたらしたもっ とも大きな貢献の
一

つ で あろう．活 動の カテゴリが識別 されて はじめて，最 終原

価計算対象である製品 が製造 されるた め に，どの ようなコ ス ト・ドライバ ー
に基 づ く活動 が 行われて ，どの

ような資源をどれだ け利 用 したの かが 明らか にされる，

ただ し，伝統的方 法 は製 品別 計算の 段 階で は 操 業度関連 の 配 賦 基 準 の み を利 用 してきたが ， 補 助

部門費の 製造部 門 へ の 配賦 の 段階 で は ABC で 主 張され て い るコ ス ト・ドライバ ー
の 多くを用 い て きた．

さらに，ABC で は ，コ ス ト・ドライバ ーをそ の 性 質か ら取引 ドライバ ー
，時 間ドライバ ー，強 度 ドライバ ー

の

3 っ に区 分して い るもの の ，い ずれも配 賦 にお ける線 形性 を仮 定して い ることを指摘 する必要 がある．尾

畑（2000）で は ，1900 年代初頭 に Schma 】enbach が原価総額と生産量との 関係 から逓 減費 ， 固定 費 ， 比

例費，逓 増費 に分 類して 様 々 な原価 作 用 因 につ い て 検討して い たこ とが 指摘され ，その 貢 献 が 明 らか

にされ て い る，原価 の 発 生形 態 や原 価 分解 に線 形性 を仮定 する こ とは ，必 ずしもい か なる場 合 に でも

妥 当で あるとはい えない だろう．ABC におい ても， そ の ような点 で 限界 があ ることを認識 することが 必 要

で ある．

4．3． コ ス ト ・プー ル 設 定 に 対 す る貢 献

　「原価 部 門」は ， 経 営組 織論で い う「部門」の 概念で はなく，原 価計 算対 象 として の コ ス ト・セ ン タ
ーを意

味し ， 生 産 中心点 ，マ シ
ー

ン ・セ ン タ
ー

，作 業セ ン ターとい われ る場 合もあり， 原価 計算上 ， より
一

般に

は
， 活 動セ ン ターで あるとい うことがで きる

xiii
．すなわち，源 価部門」は生 産活動 を構 成す る個 々 の 「活

動 」で あり，生産 活 動を機能 （職 能）別 に区分 したもの である．さらに ， 原価部 門は ， より詳細 な同質の 活

動 に区分 されて おり，複数の 「下位 の 活 動」か ら構成され る．例 えば ，Horngren 　and 　Foster（1991）も製 造

職 能を複 数の 部 門 に区分す るの と同様 に，部 門を複 数の 活 動 に 区分す ることがで きる旨を述 べ て い る．
x ’v

しか しながら，
「原 価部 門 」は，そもそも機 能 （職 能）別 に区分 されるべ き概 念 である ことが指 摘 され っ

つ も， 場所 別 責任別 区 分 を無視 で きずに い た の が現状 で あ ろ う，

そ れに対 して ，ABC で は，因果 関係を追及 した 結果 として本来 の 機 能別 の 区分を徹底 させ ，より詳細

に活動 を識別 し，コ ス ト・セ ンターとコ ス ト・ドライバ ー
との 関係 をよりクリア に したの で ある．その ような観 点

が原 価 計 算モ デル に反 映されず ， 大きなコ ス ト・プ ー
ル の 単位で 配 賦計算して しまうと， 次 の ような問題

が 生 じる．「現実を無視し，
一

括して 平均 的 に配 賦するならば ， たとえコ ス トの すべ て が回 収 され るとして

も，それ は不 当な原 価を負担 させ られ た製品 の 犠牲 の 上 に成 り立 っ て い るだ けで ある」．
XV

さらに ，

Kaplan　and 　Atk 三nson （1998）は，「補助部門 レ ベ ル の 活 動」を対 象として相互 配 賦法を用 い て モ デル 化し，

活 動 に は ， 主 活 動 （primary　activity ）と畠1亅次 的活動 （secondary 　activity ）とが 存在 することを明 らか にした．
XVL

こ の ことは ，活動 の 概念に 対する認識 が進 ん だもの と見 られ る．

ここ で ，製品 原 価は原価計算シ ス テム 設 計 上の 様 々 な意 思決 定の 結果 として求 められるから，原 価 部

門な い し活 動 が 同 質 性 に基 づ い て い か に適切 に 区分 されるか が ，正 確 な製 品原 価 の 計算 に 影 響を与

える．
xvii

とくに ， 廣本（1997 ）で は ，計算例 を用 い て ，次の ように述 べ られ て い る．　
xviii
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  配賦 基 準 の 選 択 を改 善す るため ，
コ ス ト・ドライバ ーを配賦基準としても，コ ス ト・プ ール が適切

　 に設 定されて い なけれ ば ， 配賦額は 必 ずしも改善されない ．

  コ ス ト・プ
ー

ル の 設 定を改 善 しようと，その 数 を増 加 させ ても ， 適 切な配 賦基 準が使用されなけ

　 れば，配 賦額 は必 ず しも改 善され な い ．

中途半 端なシ ス テ ム 改善は ，む しろ逆効果 に なる恐れが ある．シ ス テ ム 設 計 の 難 しさを生 み 出し

て い る 1 つ の 要因で あろう．

また，実際に ABC を導入 した企 業に つ い て，導入 前の 部 門別計 算を行 うための 原価部門（ない しコ ス

ト・プ
ー

ル ）の 設 定数に 対 して，導入後 の ア クテ ィビティ
ーない しコ ス ト・プール の設定 数が ， 原価部 門を

細分化 するこ と等 により，激増 して い ることがよくある．情 報 技術 （IT）の 発展 等 に より， 原価情報の 収集

コ ス トお よび処理 コ ス トが 著しく低減 したこと等も， その 背景 に考 えられるだろう．しか し ， 資源 と製 品との

因果関係を追 求した結果として コ ス ト・プー
ル の 設 定数 が増加し

， それ によっ てより精緻な原価計算を

行うことがで きるようにな っ た とい うこ とを認識 することが肝 要で あるとい える．

4．4，現 場の 原価管 理 に 対す る貢献

当初 ， ABC は ， 製 品 戦略 の ため に正 確な製品 原価 と単位原価を計算するこ とを 目的 とし て提 唱され

た．しか しながら， そ の 後 ， 活 動 を介して製 品原価を計算するとい うよりも，活動 自体に 原価 を集 計す る

ことに徐 々 に 焦 点が向けられ ， そ の 冒的は ， 活 動 自体の 管理 （ABM ：Aetivity−Based　Management ）へ と

変遷 して い っ た ，
xix

4．　5，財務会計 目的 に お ける課題

通 常，原価計 算制 度の 下で ABC の ような方法を用い て正 確 に製品原価 の 計算 を行 うことは ， 財 務会

計上 ， 大きな役割を担 っ て い るはずである．しかしながら， Kaplan（1992）の ほか ，
　Cooper　et　aL （1992）に

代表され るように ，
ABC ！ABM は経営管理 情報シ ス テ ム として取 り扱われ るべ きもの で ある旨が 指摘され

て い る。したがっ て ， Kaplan 　and 　Cooper（1998）で は 「ABC シ ス テ ム にもとつ い て算定 され た製品原価 と，

客観 的で 首尾 一
貫した棚卸資産 評価と売 上原価の 算定 を求める財務報告の 要件 に ，基本的な対 立

はない 齊 または 「原則として ，ABC シ ス テ ム は 財務報告 目的に容易に役立ちうる」
XXI

とは して い るもの

の
， 管理 ツ

ール として の 機 能 の 側 面が強 調 されす ぎてしまっ たため ， 原価計 算制度 上 の 製品原価計算

にお い て ABC は い まだ 完成 され た 議論 で ある とは 言 い 切 れ な い と思 われ る．とくに ， 原価計算 制 度 との

関係 で ，活動 と原価部 門の 設 定に関する議論 ，製品 原価の 構成要 素の 範 囲と因果 関係 に つ い て の 具

体 的 な議 論 が乏しい ように思われる．こ の ように ，財務会計 目的 の た め の 利 用 が あま り注 目され て い な

い 傾 向があるが ， 製 品原価 計 算の 本来 の 目的で ある「正 確 な製品原 価の 測定」とい う観 点か らは，適正

な期間損益計算 目的から見た財務会計の 側 面 に対しても大きく貢献して い るとい えるだろう．

5． おわ りに

本 研 究で は，伝 統 的方 法 の 特 性 に 関連して ， ABC が 与 えた影響を明 らか に し ， 製造 間接費計算 に

お ける課 題 を明らか にした．問題 点 に つ い て次の ようにまとめることが できる，

  ABC によっ て 解 決 した 問題 点

　 因果 関係 の 明確 化 により，「固定費 の 変動費化」がより適切 に跡づ けられるようになっ た．

　 活 動 の カテ ゴ リの 概 念 を用 い て 複雑 性 の コ ス トの 発 生 原 因を説 明 できるようになり，製 品別 配賦 段
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一

　 階に お い て 多くの 配賦基 準を利 用するようになっ た，

　 コ ス ト・プ ール の 設 定 に っ い て ，機能 別の 区分 を徹底 させ た．

　 活動 自体の 管理 による適切 な原価 情報を提供 で きるようになっ た．

  ABC によっ ても解決 しない 問題 点

　 「変動費 の 固定費 化」が明 示 的に議 論され て い ない ，

　 い かなる活動 量レ ベ ル におい ても
一

定の 配 賦 率を仮定して い る．

  ABC に よっ て新 たに 生じた問題 点

　 計算の煩雑さが 増した ．

　 原 価計算制度との 関連が不 明確で ある．

　さらに，製造間接費計算の 今後の 展 開の 方向性 ・可能性として は ，
ABC の 概念 を導入 し ， 次の ような

状況等を考慮 して再検討してみる必 要 があるだろう，

まず第 1に ，生 産 活 動を構成する諸 活動 と資源 との 間の 因果 フ ロ ーを徹底 的 に究明 して ， そ の 実 態を

原価計 算によっ て 測 定する，第 2 に ，固定的 資源 に つ い て は，利 用 ・未利 用の 概念 を導入 し ，
「固定費

の 変動 費化 gの 状況 を取 り入 れる．第 3 に，従来 は各 部門が産 出した用 役 を自部 門が利 用 する状況を

とくに 考慮 して い なか っ たが，各部門の 効率等を適切 にとらえるた め に ，自部門用役 が消 費 され て い る

ありの まま の 状況 を原 価計 算の 対象 とする，第 4 に，ある補助 部門か ら提供 した用 役が ，それ らの 用役

受入 部門の 活 動量 の 増減 に対して変動しない 場 合に 生 じる 「変動費の 固定費化 」の 状況 を原価 計 算

の 対象とする．第 5 には ，製造間接費を製 品に配 賦する場合に ，「ユ ニ ッ ト・レ ベ ル 」，「バ ッ チ ・レベ ル 」，

「製品 種類 レ ベ ル 」，「工 場支援 レ ベ ル 」とい う活動 の カテ ゴ リの 概念 を導入 し，活 動の 機能等の 性 質を

あらわすような因果関係 に基 づ く複 数 の 配 賦基 準を組 み 合わせて 用い る．最後に，以 上述 べ た事項を

考慮 した連 立方 程式法を用い た包括 的なモ デル を構 築す る．

製造間接費計算 に関する研 究は 非 常に 多く見 られ るが
，
ABC を導入 する ことに つ い て ， 製品 原価計

算との 関係 で論じられて い るもの は少 ない ．上述 の ような論点を考慮 して検討する余地 がまだ残っ て い

る，した が っ て ， ABC の 概 念 を導入 した製 造 間接 費 計算 を展 開して ゆくことが今 後 の 課 題 として取 り上

げられる．
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注

1

例 えば，Cooper　et　al．（1992）は ，
　ABC が実際 の 製 造工 程 とコ ス ト集計方法との 間の ずれを縮めるの に

役 立 っ た として い る．
1’ Garner（1957）等 を参照の こと．
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1’］

Garner（1957）， 岡本（1964）他を参照．とくに岡本（1964）で は ，　Churchの 学説を詳 細に検討 して い る．
iv

「変動 費の 固 定費化」に つ い て は ， 岡本 （1994）p．525 ， 尾 畑 （1992），片岡（1989）を参照 ，
V

連 立方 程式 法お よび複数基 準配賦 法を用 い る の が理論的に妥当であるとい う主張に つ い ては，岡

本（1994 ）p．241 −246
， 片 岡（1989 ），廣 本（1997 ）に も見 られ る．

vi

岡本（1994 ）p．244 ， 昆（1994 ）p．138 は，「複数 基準 配賦 法 の 考え方 は ，補助部 門の 固定費は 消費部

門 に とっ ても固定費 として ，補助 部門 の 変 動費 は消 費部 門に とっ ても変動 費とし て配 分しようとするもの

で ある，とい うこ とが で きる」として お り，複数基 準配賦 法は 「変動 費の 固定費化」が考 慮され て い ない と

い える．
vii

製品多様 化 によっ て複雑化 するシ ス テ ム を維 持するため に発 生す る追加 的 コ ス トの ことを言 う

（Cooper　and 　Kaplan（1988），廣本（1993）参照 ）．
viil

　Brummet （1957）（染谷 恭次 郎訳 p．71）より引用 ．
ix

ドイツ で は ，原 価理 論 の 分野 にお い て ，「原価 帰属原 則」に つ い て ，「原 価 発生原 因原則 」，「原 価作

用原 則」，「資源 要求原則 」を用い て検討されて い る．とくに，ABC に相 当するドイツ の プ ロ セ ス 原 価計

算にお い て は ，その 理論 的裏づ けの た め に原価 発生 原 因 原則 に つ い て詳細 に検討 されて い る （尾畑

（2000）p．268−271 参照 ）．
X
会計理 論上 ，資産 は ，経済的便益 ない し用 役潜在力 をもっ て い る．「製品」で あれ ば，販 売に よっ て

売 上収益 を獲得 するとい う能力 をもつ ，こ こ で ，資源 の 未利 用等 による無駄 な消 失は ， 稼動 して い ない

資 産の コ ストにっ い て 製 品原価 性 を認 めない とい う非原価 項 目の 理論 と同じく， 製 品の 取得活 動の た

めの 合 理的 な資源 消費 であるとはい えない だろう，
xi
　Kapian　and 　Cooper（1998）p．ll6−120を参 照 ．

xii
　eん　＝＝　2us＋ 9NU

xlii

廣本（1997）p，126−128 を参照 ．
xiv

　Herngren　and 　Foster（1991）p．150 を参照 ．
xv

廣 本（1997）p，129 より引用 ．
xvi

　Kaplan　and 　Atkinson（1998）（第 3 版）で は，　Kaplan　and 　Atkinson（1989）（第 2 版）の 補助 部門 費配賦

問題 の 章 に つ い て ，活動 聞の 用役相互 授受 の 問題 として 再検 討 して い る．ただ し，い まだ に 「変動 費の

固定 費化 」が 生 じ るような状況 等が考慮され て い な い ようで ある．
xvil

、　Datar　and 　Gupta（1994）， 廣本（1997）他を参照 ．
XVIIL

廣本（1997）p、492 か ら引用 ．
Kix

　ABC の 原価管理 に対す る貢献 につ い て は，　Cooper　and 　Kaplan（1989），廣本（1997）p．453−460，廣

本（1993）を参照 のこと，
xx

　Kaplan　and 　Cooper（1998）（櫻井通晴 訳 p．29＞
xxi

　Kaplan　and 　Cooper（1998）（櫻 井通晴訳 p．130）
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